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1　第2期鈴鹿市子ども・子育て支援事業計画について

　　本計画は，子ども・子育て支援法第61条第1項の規定に基づき，幼児期の学校教育・保育

及び地域の子ども・子育て支援を総合的に提供するため，令和2年3月に策定したものです。

　　また，本計画に掲げる施策の推進を図るため，計画の実施状況について意見聴取を行い，　

計画的な進行管理と施策の改善を図ります。

　　本市では，市域全体を提供区域とし，経過期間である5年間の教育・保育及び地域子ども・

子育て支援事業の「量の見込み」と「確保方策」を定めています。

◆

◆ 　「量の見込み」の設定

※　「市町村子ども・子育て支援事業計画における
　　 「量の見込み」の算出等のための手引き」（内閣府）に基づく。

支援の必要な子どもと家庭への途切れのない支援

家庭における子育てへの支援

ひとり親家庭の子育てへの支援

児童虐待防止対策の充実

子ども自身の声を聞く相談の充実

　　アンケートの実施
　　・対象者抽出

子どもの人口推計から
家庭類型別児童数を

算出
利用意向率の算出

各種事業の実態等を勘案し，
「量の見込み」を算出

安全・安心な子育て環境づくり

地域における子育て支援の充実

仕事と生活の調和の実現

子育て家庭を支える相談・情報提供の充実

　基本理念　　鈴鹿で育つ，鈴鹿の未来
　　　　　　　　　～未来を担う子どもたちの健やかな育ちをめざして～

基　本　目　標

教育・学習による子どもの成長への支援子どもの健やかな成長に向けた支援の充実
子どもの貧困に対する支援

働きながら子育てする家庭への支援

外国人の家庭への子育て支援

すべての子育て家庭への支援の充実

親と子の健康づくりの推進 健康な子育てへの支援

子どもの健康のための支援
安心して子育てができる地域環境づくりの推進

施　　策　　目　　標

地域における交流等の充実
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令和2年度の実施体制

入所（園）児数の状況（H31・Ｒ2）

1号認定 2号認定
3～5歳 3～5歳 0歳 1，2歳

A　量の見込み 2,044 2,839 399 1,491

B  確保方策　 3,179 3,027 447 1,568

C　差引（B-A） 1,135 188 48 77

公立幼稚園 505

公立保育所 711 58 325

私立保育園 2,032 327 1,137

認定こども園 201 164 25 83

未移行の
私立幼稚園

小計 2,059 2,907 410 1,545

E　差引（A-D) ▲ 15 ▲ 68 ▲ 11 ▲ 54

F　差引（B-D) 1,120 120 37 23

実績値　各年度3月1日現在

1号認定

3～5歳 教育ニーズ保育ニーズ 0歳 1，2歳

A　量の見込み 1,724 496 2,609 396 1,476

B  確保方策　 2,614 496 2,850 428 1,612

C　差引（B-A） 890 0 241 32 136

公立幼稚園 404 2

公立保育所 681 60 330

私立保育園 1,918 310 1,078

認定こども園 177 50 261 42 125
未移行の
私立幼稚園 994 336

小計 1,575 388 2,860 412 1,533

E　差引（A-D) 149 108 ▲ 251 ▲ 16 ▲ 57

F　差引（B-D) 1,039 108 ▲ 10 16 79

　　　　※　広域受託含む 

6園　 （私立6園）

認定こども園

3号認定

Ｄ　実績値
（入園児数）

平成31年度

2　教育・保育事業

（2）

（1）

5園 　（私立5園）　

公私立保育所（園） 37園　（公立10園，私立27園）　

私立幼稚園（未移行）

11園（うち1園は休園）公立幼稚園

支給認定区分

1,353

支給認定区分 3号認定

Ｄ　実績値
（入園児数）

令和2年度

2号認定(3～5歳）
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(実績内訳）

Ｒ2年度入所（在園）児童数（クラス年齢）
区分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

1号認定 589 601 607 611 613 624 623 626

2号認定 2,855 2,862 2,865 2,872 2,871 2,866 2,867 2,863

3号認定 1,626 1,711 1,731 1,758 1,798 1,828 1,855 1,886

未移行幼稚園 1,260 1,262 1,276 1,287 1,290 1,304 1,315 1,317

計 6,330 6,436 6,479 6,528 6,572 6,622 6,660 6,692

区分 12月 1月 2月 3月

1号認定 634 633 634 633

2号認定 2,856 2,856 2,856 2,860

3号認定 1,910 1,922 1,934 1,945

未移行幼稚園 1,326 1,328 1,333 1,330

計 6,726 6,739 6,757 6,768 ※広域受託含む 

今後の方向性

　令和2年度の園児数については，少子化の影響もあり，市全体で見れば，概ね確保方策の範囲内に収ま

79,309

21,904

合計

7,428

34,349

　今後についても安定した受入れ枠の確保に向けて，必要に応じ定員の見直しを図っていきます。

15,628

受入れ枠の拡大を図りながらも，特に低年齢児に関しては，弾力的な運用による対応が続いてきました。

（3）

　保育需要の増大に対応するため，認定こども園への移行や保育所建替えの際に，保育が必要な子どもの

入れ枠のさらなる拡大を図りました。

りましたが，地域によっては引き続き弾力的な運用による対応が続いていることから，令和3年4月からは受
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時間外保育事業　（延長保育事業）

ア）　令和2年度の実施体制

　　　私立保育園24園で実施
　　　認定こども園3園で実施

イ）　実施状況
（人）

(Ｒ2実績内訳）

４月 5月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月

1,863 1,447 2,620 2,801 2,165 2,707 3,194 2,702

2,956 3,022 3,043 3,076 3,118 3,138 3,160 3,181

12月 1月 2月 3月

2,955 2,474 2,676 3,517

3,201 3,213 3,227 3,243

〔延長保育を利用した保護者の延長時間別の利用状況〕

ウ）　今後の方向性　（実施状況における評価）

年度 A　量の見込み B　確保方策 C　利用数（実績）

令和2年度 1,519 1,519 1,297

2,169 2,169 1,502平成31年度

から今後も事業を継続していきます。

　令和2年度における延長保育事業の利用数は，平成31年度に引き続き量の見込みを下回りましたが，

区　　　分 割  合（％）
30分延長を利用

合　　計

入所児童総数

54.3
1時間延長を利用

2時間以上延長を利用

31.3
9.6
4.8

１時間30分延長を利用

入所児童総数

37,578

月

3　地域子ども・子育て支援事業

（1）

延べ利用者数

延べ利用者数

月

31,121

▲ 222

▲ 667

差引（C-B)

　保育認定を受けた子どもについて，通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間において，保育所，

認定こども園等で保育する事業

依然として利用数は多く，保護者の就労形態の多様化により，今後，利用数が増加する可能性もあること
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放課後児童健全育成事業　（放課後児童クラブ）

ア）　令和2年度の実施体制

イ）　実施状況
（人）

（学年別）
1年生 2年生 3年生 4年生 ５年生 6年生

594 529 431 259 146 83
594 529 431 259 146 83
576 524 425 254 121 83

Ｄ　差引（Ｃ－Ｂ） ▲ 18 ▲ 5 ▲ 6 ▲ 5 ▲ 25 0

(Ｒ2実績内訳）

小学校区 国府 庄野 加佐登 牧田 清和 石薬師 白子 鼓ケ浦 旭が丘

クラブ数 1 1 1 2 2 1 1 1 3

利用者数 57 57 52 86 93 52 31 42 123
（地区児童数） 372 277 287 408 289 242 410 158 870

小学校区 桜島 愛宕 稲生 飯野 明生 河曲 一ノ宮 長太 箕田

クラブ数 3 2 3 3 1 2 2 2 1

利用者数 131 89 156 105 36 74 52 66 32
（地区児童数） 758 440 745 641 271 487 467 339 267

小学校区 若松 玉垣 神戸 合川 天名 栄 郡山 鈴西 椿

クラブ数 1 2 2 1 1 1 2 1 1

利用者数 54 95 129 30 21 52 105 42 29
（地区児童数） 281 810 616 94 92 185 234 216 117

小学校区 深伊沢 庄内 井田川

クラブ数 1 1 1

利用者数 31 38 23 　　※　地区児童数は，令和2年5月1日現在の

（地区児童数） 142 79 155 　　　　 当該小学校区の児童総数

ウ）　今後の方向性　（実施状況における評価）

　令和2年度（令和2年7月1日時点）に待機児童が発生していた小学校区（旭が丘小学校）については，

既存の放課後児童クラブの拡充や増設により，待機児童の解消を図りました。

　また，「量の確保」だけでなく，各施設における「質の改善」も含め，対応が必要と考えます。児童の安全・

安心な生活を確保するため，放課後児童支援員のスキルアップに取り組むとともに，クラブ運営者と連携を

図り，新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策にも努めます。

（2）

　共働き家庭など留守家庭の小学校に就学している児童に対して，学校の余裕教室等で放課後に適切な

年度 A　量の見込み B　確保方策 C　利用数（実績） 差引（C-B)

2,136

▲ 59

▲ 118

合　　計

令和2年度

2,136

2,042

2,018平成31年度

Ａ　量の見込み
Ｂ　確保方策
Ｃ　利用数（実績）

令和2年度

2,042 1,983

47

1,983

10,749

遊び，生活の場を与えて，その健全育成を図ることを目的とした事業

　　　全小学校区で実施　（４７施設）
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子育て短期支援事業　（ショートスティ）

児童養護施設等に入所させ，必要な保護を行う事業

ア）　令和2年度の実施体制

児童養護施設・乳児院
　　・鈴鹿里山学院　（児童養護施設）
　　・里山学院　（児童養護施設・乳児院）
　　・エスペランス四日市　（児童養護施設・乳児院）
　　・ハピネス・ハーク（母子生活支援施設）
　　・菜の花苑（母子生活支援施設）

イ）　実施状況
（人日）

(R2実績内訳）

割合

20.60%

2.66%

5.98%

6.65%

0.00%

64.12%

100.0%

ウ）　今後の方向性　（実施状況における評価）

　今年度の実績は見込み数を上回る結果となりました。

　今後も必要な家庭への啓発を行い，利用につなげます。

　虐待の未然防止の側面もあることから，事業を継続していきます。

0

301

193

5　出産

6　その他

合　　　　計

（3）

　保護者の疾病等の理由により，家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童について

年度 A　量の見込み B　確保方策 C　利用数（実績）

平成31年度

106 106 301

援　　助　　内　　容

1　レスパイトケア

2　冠婚葬祭

3　就労等

4　本人の疾病等

累計件数

62

8

18

20

▲ 33

差引（C-B)

115 115 82

令和2年度 195

6



地域子育て支援拠点事業　（つどいの広場事業）

ア）　令和2年度の実施体制

イ）　実施状況
（人回）

(R2実績内訳）

A B C D E F G H

2,110 4,731 29,514 1,119 1,563 5,935 1,795 452

りんりん ハーモニー

8,606 2,465

事案別件数　（民間事業所）
割合
46.32%

34.82%

4.92%

0.41%

13.52%

100.0%

ウ）　今後の方向性　（実施状況における評価）

　保護者等の多様なニーズに対応できるよう，現状の9か所から12か所への増設を目指します。

　令和2年度は，新型コロナ感染症の影響から，令和2年4月から令和2年5月まで休館や，その後も，時間

制限・利用制限等を行い感染防止に努めました。また，子育て世帯だけではなく，事業を必要とする市民

に届くよう,子育て応援サイト「きら鈴」などを活用し，市民への情報発信を積極的に推進します。

民間事業所

公　共

平成31年度 92,628 12か所

合　　　　計 2,662

延べ利用者数

累計件数

1,233

2　子育てに関する相談

B　確保方策 C　利用数（実績）

47,219

民間事業所

A　量の見込み

合　　計

令和2年度

延べ利用者数

▲ 46,710105,000 12か所

88,486（10か所）

その他の援助を行う事業

　乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し，子育てについての相談，情報の提供，助言

　　　民間事業所・・・・8施設 （R2.11～R3.3　1施設契約解除）

58,290

援　　助　　内　　容

1　しつけ，教育に関する相談

（4）

5　その他

927

3　経済的な問題など生活環境上の相談 131

4　児童福祉に関する相談 11

総　　合　　計

年度

　　　公共施設・・・・・・2施設 (子育て支援センターりんりん・ハーモニー）

合　　計

58,290

10,548

差引（C-A)

延べ利用者数

360

11,071
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一時預かり事業（一般型・幼稚園型）

●

●

ア）　令和2年度の実施体制

　　　　

イ）　実施状況
（人日）

A施設 B施設 C施設 D施設 E施設 F施設 G施設 H施設

229 44 121 90 3,062 127 1,189 31

7 3 7 5 20 11 82 2

Ｉ施設 Ｊ施設

24 44

3 2

①合計

4,961

142

神戸保育所 河曲保育所 西条保育所 ②合計

499 378 956 1,833

25 21 55 101

　実施状況（幼稚園型）
（人日）

Ａ施設 Ｂ施設 Ｃ施設 Ｄ施設 Ｅ施設 Ｆ施設 合計

1,799 6,107 6,096 816 6,077 2,276 23,171

Ｇ施設 Ｈ施設 Ｉ施設 Ｊ施設 Ｋ施設 合計

1,179 3,501 1,569 2 1,123 7,374

ウ）　今後の方向性　（実施状況における評価）

差引（C-B)

利用数

　令和2年度における一時預かり事業の利用数は，事業実施園の増加及び幼児教育の無償化により，幼稚

利用数

認定こども園

26,086 2,886

　今後の確保についても，保育士等の確保が困難な状況ではありますが，私立保育園及び認定こども園の

幼稚園型

協力を得るとともに，公立保育所においては，令和2年度から事業を開始した西条保育所のように，建替え等

の際に実施園を増加するなど，事業の拡大を図っていきます。

23,200

▲ 3,368

平成31年度（12園） 10,100 10,100 9,386

B　確保方策 C　利用数（実績）

総　合　計　（①＋②）

私立保育園，認定こども園

(R2実績内訳）

私立幼稚園

6,794

A　量の見込み B　確保方策 C　利用数（実績）

（実利用者数）

6,794

延べ利用者数

（実利用者数）

幼稚園型・・幼稚園又は認定こども園で，主として幼稚園等に在籍する満3歳以上の幼児で，教育時間の

　　　　　　前後又は長期休業期間等に当該幼稚園等において一時的に預かる事業

（5）

令和2年度（13園） 10,162

　　　一般型・・・・・公立保育所3園，私立保育園7園，認定こども園3園で実施

一般型（その他）

　　　幼稚園型・・・認定こども園5園，私立幼稚園6園（私学助成対象）で実施

延べ利用者数

243

平成31年度（9園） 23,200

延べ利用者数

（実利用者数）

私立保育園，認定こども園

園型が増加し，量の見込みを上回りました。

A　量の見込み

6,413

▲ 714

差引（C-B)

　　　　　　家庭での保育が困難な場合に一時的に預かる事業

一般型・・・保育園等で主として保育園等に通っていない又は在籍していない乳幼児を対象に一時的に

24,132 30,545

(R2実績内訳） ただし，自主的実施園を除く

10,162

（実利用者数）

私立保育園，認定こども園

令和2年度（11園） 24,132

公立保育所

延べ利用者数

延べ利用者数

（実利用者数）
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ファミリー・サポート・センター事業

ア）　令和2年度の実施体制
　　　　令和3年3月31日現在

イ）　実施状況
（人日）

(R2実績内訳）

割合

15.44%

28.95%

3.01%

0.38%

0.41%

2.67%

49.13%

100.0%

ウ）　今後の方向性　（実施状況における評価）

　本事業は，細やかな保育ニーズを充たすための事業で，令和２年度においてはコロナ禍の

影響もあり，利用数は減少しているものの，常に一定の需要があります。

　今後も，そのニーズに対応できるよう会員養成に向けた取組を継続していきます。

71

▲ 369

令和2年度 3,539 3,539 2,656 ▲ 883

（6）

7　その他 1,305

基本事業　　計 2,656

410

2　保育施設等までの送迎 769

3　放課後児童クラブ終了後の子どもの預かり

1　保育施設の保育開始時や終了時の子どもの預かり

援　　助　　内　　容 累計件数

80

4　学校の放課後の子どもの預かり 10

年度 A　量の見込み B　確保方策 C　利用数（実績）

3,826 3,826 3,457

5　冠婚葬祭や他の子どもの学校行事の際の子どもの預かり 11

6　買い物等外出の際の子どもの預かり

平成31年度

　乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として，児童の預かり等の援助を受けることを

希望する者と，当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡，調整を行う事業

　　　会員数　　　〔　依頼会員855人，提供会員200人，両方会員57人　　〕

差引（C-B)
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乳幼児健康支援一時預かり事業（病児・病後児保育事業）

　　病児・病後児について，病院，保育所等に付設された専用スペース等において，看護師等が一時的に
　保育等を実施する事業

ア）　令和2年度の実施体制

イ）　実施状況
（人日）

(Ｒ2実績内訳）鈴鹿市病児保育室　（病児・病後児保育室ハピールーム）

月 ４月 5月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

利用者数 34 9 54 25 28 30 44 39 39

月 1月 2月 3月

利用者数 24 23 39

(Ｒ2実績内訳）鈴鹿市立西条保育所

月 ４月 5月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

利用者数 3 0 0 1 0 2 4 3 1

月 1月 2月 3月

利用者数 1 1 1
ウ）　今後の方向性　（実施状況における評価）

　令和２年度においては，新型コロナウイルス感染症の影響から，利用者は激減したものの，例年，

感染症等の流行期には定員を超える利用申込があります。近年，両親の共働きや核家族化に伴い減少

する見込みもないことから，現状を維持していきます。

C　利用数（実績）

　　　鈴鹿市病児保育室　（病児・病後児保育室ハピールーム）

年度

1,026

合　　計

388

令和2年度 1,403 1,403

A　量の見込み B　確保方策

405

　　　鈴鹿市立西条保育所

平成31年度 1,026 889

（7）

17

差引（C-B)

合　　計

▲ 998

▲ 137
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妊婦健康診査事業　

保健指導を実施するとともに，妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実施する事業

ア）　令和2年度の実施体制

イ）　実施状況
（人回）

(Ｒ2実績内訳）

ウ）　今後の方向性　（実施状況における評価）

　新型コロナウイルス感染症のため，全国的に妊娠届出数が減少しており，本市もそれに伴い妊婦健康

診査受診者が減少しております。今後も妊娠届出数の推移に着目しながら，引き続き，妊婦面談等の

際に，妊婦健康診査を受診することの重要性について周知し，受診勧奨に努めます。

県内の医療機関等

18,313 18,313

B　確保方策

令和2年度

　妊婦の健康の保持及び増進を図るため，妊婦に対する健康診査として，健康状態の把握，検査計測，

年度 A　量の見込み

健診回数／人 約８回/人

実施場所

（8）

C　利用数（実績） 差引（C-B)

　　　健康診査受診費用の一部公費負担により実施

平成31年度 18,615 18,615 18,170 ▲ 445

16,716 ▲ 1,597

妊娠届出数（対象者） 1,392

検査項目 県及び医師会が定める健康診査内容
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乳児家庭全戸訪問事業　（こんにちは赤ちゃん訪問事業）

ア）　令和2年度の実施体制

イ）　実施状況
（人）

(R2実績内訳）

小学校区 国府 明生 庄野 牧田 飯野 清和 加佐登 石薬師 井田川

対象者数 31 63 21 62 98 39 35 31 10

訪問件数 31 61 21 61 95 39 34 29 10

小学校区 鈴西 河曲 一ノ宮 神戸 長太 箕田 若松 玉垣 愛宕

対象者数 19 84 79 96 37 25 38 160 76

訪問件数 19 80 76 93 34 22 34 150 74

小学校区 旭が丘 稲生 桜島 白子 鼓ヶ浦 合川 天名 栄 郡山

対象者数 75 91 100 63 39 8 3 28 18

訪問件数 74 85 95 58 36 7 3 26 15

小学校区 椿 深伊沢 庄内

対象者数 13 12 6

訪問件数 13 12 6

ウ）　今後の方向性　（実施状況における評価）

　年々対象者数は減少傾向ですが，令和２年度は新型コロナウイルス感染症によるものか，実施率も

　前年度よりやや微減となっています。全戸訪問という性質上，何らかの理由で訪問できない場合でも電話

等で，全数把握を実施しています。引き続き，地域の中で子どもの健やかな育ちが支援できるよう，対象者

のニーズに沿った事業を実施していきます。

令和2年度 1,473 1,473 1,393

1,434平成31年度 1,523 1,523

　　　訪問者　〔主任児童委員，保健師，看護師等〕により，必要な育児指導等を実施

C　利用数（実績）

（9）

を行う事業

　生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し，子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握

年度 A　量の見込み B　確保方策

合　　計

1,460

1,393

▲ 80

▲ 89

差引（C-B)
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養育支援訪問事業

当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業

ア）　令和2年度の実施体制

子ども家庭支援課所属の支援員が育児，家事の相談等を行うとともに，保健師や看護師が
養育に関する相談・助言・指導（専門的相談支援）を実施

イ）　実施状況
（人）

(R2実績内訳）

割合

49.14%

1.35%

8.60%

9.95%

4.42%

26.17%

0.37%

100.0%

ウ）　今後の方向性　（実施状況における評価）

　今後の社会情勢等から，養育困難家庭が増加することは容易に想定されるため，今後も事業を継続して

いきます。

合　　　　計 814

7　その他 3

2　家事援助 11

3　子どもの相手 70

4　育児援助 81

5　母の話相手 36

6　相談 213

1　様子・近況確認 400

養育支援内容 累計件数

令和2年度

年度 A　量の見込み

（10）

1,020 683

664 664 862 198

▲ 337

差引（C-B)

　養育支援が特に必要な家庭に対して，その居宅を訪問し，養育に関する指導・助言等を行うことで，

B　確保方策 C　利用数（実績）

平成31年度 1,020
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